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佐渡圏域重点取組方針進行管理表（平成27年度実績）

重点課題 精神疾患（精神保健医療対策）

Ⅰ　施策の展開

数値目標
目標（値）
【年度】

実績数値又は施策の進
捗状況（実績）【年度】

総合的な支援が提供できるよう、カン
ファレンスや連絡会議等の実施によ
り、医療と地域の連携を強化し、入院
から在宅生活へのスムースな移行を
目指します。

平均在院日数
184.0日【平成26年】

平均在院日数の減
少
（参考）333.8【県（新
潟市を除く）・平成26
年】

平均在院日数
177.4日【平成27年】

事業所におけるメンタルヘルス対策
の進捗状況を自己評価するチェックリ
スト（働く人たちの健康づくりのための
チェックリスト）を管内の事業所に普
及、活用を推進することにより、事業
所における取組の充実化を図りま
す。

「メンタルヘルスに取
り組んでいる」とされ
る事業所の増加
41％【平成26年度試
行段階】

80％以上【平成29年
度】
100％【平成32年度】

「メンタルヘルスに取
り組んでいる」とされ
る事業所の増加
73％【平成27年度】

かかりつけ医と専門医との連携強化
や、民間団体や事業所等と連携した
こころの健康づくりの取組により、うつ
病の早期発見・早期治療を推進し、
県平均並みまで自殺率を減少させる
ことを目指します。

人口10万対自殺率
40.4【平成25年】

自殺率の減少
（参考）26.1【県・平
成25年】

人口10万対自殺率
（佐渡市）
24.0【平成26年】

（１）精神保健福祉対策
　　「入院中心の治療体制から地域におけるケア体制へ」を推進するために、在宅生活
を支える担い手の確保及び資質向上を図るとともに、住民の精神障害者に対する理
解を促進する。
　①医療と地域の関係機関の連携推進
　②地域生活支援の体制整備
　③人材育成
　④普及啓発
　⑤当事者の力を活かす取組
（２）自殺対策
　　コミュニティの弱体化や経済的背景から生じるうつや自殺等の健康問題に対応す
るため、働き盛りからのこころの健康づくりや不調を抱える人を早期発見・早期対応で
きる地域支援体制づくりを推進する。
　①連携の推進
　②働く人たちのこころの健康づくり対策
　③ハイリスク者支援
　④見守り体制の構築
　⑤人材育成
　⑥普及啓発
　⑦実態把握

施策
（県・市町村）
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（１）精神保健福祉対策
　○「病院と地域の関係機関の連絡会」の継続開催
　○ピアサポート活動の推進
　○「佐渡障がい福祉フォーラム」の開催
　○病院や相談支援事業所と連携し、地域移行支援サービス利用に向けた働きかけ
（２）自殺対策
　○「地域コミュニティ気づき・見守り体制」構成機関に対する研修等
　○チェックリストを活用した職場のメンタルヘルス対策の充実
　○関係機関と連携したハイリスク者支援

今後の対応

Ⅱ　評価等

（１）精神保健福祉対策
①「病院と地域の関係機関の連絡会」を開催し、「連携イメージ図」を作成し、連携しや
すい関係づくりと退院に向けた支援体制の整備を推進した。
②佐渡市自立支援協議会精神障がい部会において、「目指すべきゴールと５つの目
標」を作成し、精神保健福祉施策の充実に向け関係機関の共通認識を図ることができ
た。
③「ケアマネジメント研修会」では、圏域内の人材を講師として活用することで、圏域の
リーダー的人材の育成の一助となった。
④医療機関、家族会、相談支援事業所、市等で協働して、統合失調症家族教室を実
施し、家族会のエンパワメントにもつながった。
⑤当事者の交流の機会として、既存の事業を活用して「おしゃべりタイム（茶話会）」を
実施した。継続して開催したいと当事者より感想あり。
（２）自殺対策
①④自殺対策推進協議会では、グループワークを取り入れ、活発な意見交換と連携の
推進に有効であった。民生委員等の意識向上にもつながった。
②労働基準監督署の協力を得て、「働く人たちの健康づくりのためのチェックリスト」を
管内事業所に配布し、33事業所から回答を得た。「基準を満たす」事業所が73％となっ
た。
③ハイリスク者を適切な医療や相談機関につなぐためのリーフレットを作成し、救急病
院や消防機関に配布した。
⑤ゲートキーパーフォローアップ研修にて、自殺に関連する相談を受ける際の意識の
醸成を図った。
⑥⑦既遂事例の検討をとおし、地域の実態に応じた取組について検討した。検討結果
を民生委員等にフィードバックすることで、不調を抱える人を専門機関につなぐことの啓
発ができた。

施策に対する
分析・評価

（１）精神保健福祉対策
　○病院と地域の連携を進めるための「連携イメージ図」の普及、活用。
　○関係職員の資質向上
　○ピアサポート活動の推進
　○地域移行支援・定着支援サービスの活用による退院支援の推進
（２）自殺対策
　○「地域コミュニティ気づき・見守り体制」を実際の支援活動につなげるため、さらに踏
み込んだ働きかけや啓発の取組が必要。
　○「働く人たちの健康づくりのためのチェックリスト」の普及・定着。基準を満たしている
事業所の増加。
　○関係職員の資質向上
　○ハイリスク者をつなぐ取組の実践

課題


